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Becker [1974Jは，その冒頭で， Senecaの「人間は社会的動物である」と

いう有名な言葉を引用している。現実において，経済主体は孤立しては存在し

得ず，様々な依存関係の下に行動することは言うまでもない。本稿では，特に

各経済主体の消費行動を通じた心理的な依存関係(消費外部性:consumption 

externalities) の存在に注目する。もちろん， I慈愛」や「嫉妬」等の心理的な

消費外部性の存在は古典的な問題のひとつであり，目新しくはないが九少な

くともマクロ経済動学では， (次節で定義する意味での)心理的な消費外部性

に関する問題が十分な関心を集めてきたとは言い難し、。近年に至り，消費外部

性を含む経済成長モデルが幾っか提出され始めているが，本稿もこれらに連な

るものと位置づけられる。本稿では，経済主体聞の心理的な消費外部性の存在

が経済成長に与える影響について考察するため，微分ゲーム (differential

game) の枠組みを用いたシンプルな内生成長モデルが提示される。本節では，

先ず，幾つかの既存文献を列挙し，本稿との関連性および本稿のモデルの特徴

を概説する。

本稿は，微分ゲームの枠組みを用いた内生成長モデルを提示するという点で

は， Tornell and Velasco [1992J， Tornell and Lane [1999J， Lindner and 

* 本稿は，第10回公共選択学会 (2006年 7月:於京都大学)における報告論文を加筆修正したも

のである。旧稿に対し，本智偉氏(京都産業大学)から貴重なコメントを頂戴した。ここに記し

て感謝申し上げる。もちろん，材高に残存し得る一切の一過誤は，筆者の責任に帰される。

1) 例えば， Becker [1974]及び，その引用文献を参照されたい。
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Strulik [2006]等と関連する。これらは，経済成長に対する財産権 (property

rights) の影響を中心に考察しており，確固たる財産権が存在しないとき(あ

る経済主体が他の経済主体の財産権を侵害できるとき)，資本蓄積の誘因が弱

まるために，経済成長が抑制されることを示した。ただし，これらの文献では，

各経済主体の効用は自己消費(の絶対水準)のみから生じるとしている。ごく

最近， Long and Sorger [2006]は， Tornell and Lane [1999]のモデルを拡張

~し，経済主体が自己消費だけでなく，私的に蓄積可能な資産(の絶対水準)か

らも効用を得るとし、う富効果と私的資産の秘匿費用が存在する場合について考

察している。 Shibata[2002] も，モデルの解釈は異なるものの， Long and 

Sorger [2006] と本質的に同様のモデルを提示している。 Shibata[2002]は，

経済成長のエンジンたる公共資本が，経済主体の自発的投資により蓄積される

微分ゲームモデルを考え，経済主体の採用する戦略の如何によっては，公共資

本の限界生産性が逓減しないにも関らず経済成長が有限時間中に停止する可能

性を指摘している。ただし，本稿のモデルは，消費外部性の存在を加味する点

において，これらの拡張である。

大瀧 [1997] も述べる通り，とれまでのマクロ経済動学では，消費外部性の

存在は十分に扱われていないが，近年では，消費外部性を伴う経済成長モデル

が積極的に提示され始めており，マクロ経済動学におけるホットな研究テーマ

のひとつと考えられる。 Rausher[1997]， Grossmann [1998]及び， Fisher 

and Hof [2000]等は，自己の消費と社会の平均消費との比較から効用が生じ

るとして，社会的地位選好 (statusseeking) の経済成長への影響を考察して

いるヘただし，彼等のモデルでは，選好が同質的である経済主体が十分多く

一存在することが想定され，経済主体問の戦略的な相互依存関係には，あまり注

意は払われていなし、。

2) これらの他に，例えば， Futagami and Shibata [1998]， Ono [2001]， Long and Shimomura 

[2004]等がある。ただし，これらの文献では，自己の保有資産残高と社会の平均資産残高との

比較から効用が生じるとして，社会的地位選好をモデル化している。
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戦略的な相互依存関係を明示的に記述しつつ，異質的(であり得る)経済主

体を含む内生成長モデルを用いて消費外部性の持つ経済成長への含意を示した

文献は，筆者の知る限り，大瀧 [1997] と本稿のみである。大瀧 [1997] は，

人的資本生産性の異なる二つの社会階層より成る内生成長モデルを提示してい

る。大瀧モデルで、は，外生的な生産性上昇により経済成長は加速するが，社会

的地位選好の存在ゆえ，社会厚生は逆に低下することが示される。すなわち，

高い経済成長率と「実感される豊かさJとが相反し得ることが示されており，

非常に興味深い。

ただし，大瀧モデルにおいでは，個別の経済主体が意思決定に際して参照す

る他の経済主体の行動(社会の平均消費水準)は，所与とされる。これとは異

なり，本稿では，各経済主体は，参照する他主体の消費水準が将来的に変化す

ることも考慮に入れて最適な消費行動を決定すると想定される。すなわち，各

経済主体が利用可能な情報構造に関する想定が 大瀧モデルとは異なる。加え

て，本稿における経済主体は，必ずしも社会的地位の追求のみに動機付けられ

るとは限らず，より現実的に，複数の経済主体間で異質的な選好を有すること

が許容される。

本稿では，微分ゲームの枠組みを用い，消費外部性を伴うシンフ。ルな内生成

長モデルを構築する。結果として，非協調均衡での経済成長率は，他主体の行

う消費に対する経済主体の選好に依存して変化することが示される。すなわち，

他主体に対する慈愛心(嫉妬心)の強さは，経済成長を加速(抑制)する要因

となる。また，ある経済主体の僅かな嫉妬心が，他主体の選好に関わらず，経

済成長率を大幅に低下させる可能性にも言及する。

本稿の構成は次の通りである。まず第E節は 二つの経済主体より成る基

本モデルの記述に充てられる。第皿節では Woo [2005]と同様の手法によ

りへ前節のモデルの均衡を導出し，基本的な結果を提示する。第百節では，

3) Woo [2005]は，政府内部の利害関係に起因して発生する財政赤字の経済成長に対する影響に

ついて考察している。 Woo[2005]と本稿では，取り扱われる主題は異なるが，非協調解(マノ



消費外部性を伴う内生成長モテール:ノート (135) 51 

二主体を前提とした第E節のモデルが，比較的容易に n(ミ3)主体の場合へと

拡張できることを示す。第V節は結語である。補遺では，技術的な詳細を纏め

る。

11 基本モデル

時間は連続的であり ，tE [0，∞]で表す。本節では，経済主体の数は 2であ

るとし(後に一般化される)，下添字 iE{1， 2}でインデックスされる。標準

的な経済成長理論の文献と同様に 経済主体は無限期間にわたり生存すると想

定する。 Citは，第 t時点での経済主体iの消費を表す。本稿では，消費外部性

が存在する状況を想定するため，経済主体iの第 t時点での実効消費は，乗法

的 (multiplicative) に，

Cit・(Cjj)ペムjE三{1，2}， i手}，

で与えられるとするヘここで んは経済主体iの心理的選好を表すパラメー

タであり，時間を通じて一定である。また，んE(-1， 1)， (A1， A2)手(0，0)と

する。 ん>0のとき，経済主体iは，経済主体j(手i)に対して慈愛的であり，

んくOのとき，経済主体iは，経済主体j(手i)に対して嫉妬的である(または，

社会的地位選好が存在する)と呼ぶ。また， Iん|の大きさを以って，ある経済

主体が他の経済主体に抱く，慈愛心(嫉妬心)の程度が測られる。つまり，ん

の値が 1に近い (-1に近い)ほど，強い慈愛心(強い嫉妬心)を意味する。

なお，既存文献の多くが，同質的な経済主体を前提として対称均衡を導出す

るのに対し，本稿では，え1弓とんの可能性を必ずしも排除しない。つまり，経

済主体の選好は異質的であり得る。ここでは，一般性を失うことなく ，Àl~とん

とする。

本稿では，各時点における双方の経済主体の瞬時的効用関数を次に特定化す

¥ルコフ完全均衡)の導出に際して，共通の手法が用いられる。

4) 本稿の消費外部性の定式化は，大瀧 [1997]や Grossmann[1998]のそれに倣うものであり，

特異ではない。
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Ui[Ci(Cj)ん]三log[ci(Cj)λi]=log Ci十Ailog Cj・

よって，各経済主体の通時的効用関数は，

Ui= lOO Ui[Ci(Cj)ん]e一δtdt=loo [log Ci叫 logcj]e-dtdt， (1) 

となる。ただし， d>uは主観的割引率を表し"その値は双方の経済主体に共

通であると仮定する。

次に，第 t時点における，いわゆる「広義資本J(以下，資本)を ktで表す。

資本kの動学は， Lindner and Strulik [2006Jや Shibata[2002J等と同様に，

dk， 
k三一':"f=Ak-Clーの.dt -_.- ~" -<0， ( 2 ) 

に従うとするヘなお，大瀧 [1997Jや Lindnerand Strulik [2006J等と同様

に，生産関数にはAk技術が仮定されている。資本減耗は存在しないとするが，

正の資本減耗を考えても，結果に本質的な変更はない。 kの初期値はんであ

る。生産性Aは時間を通じ一定である。

以上の設定によれば，各経済主体は共通の動学的制約(2)に服し，通時的効

用関数(1 )は自らの消費経路のみならず他主体の消費経路にも依存する。つ

まり，本稿のモデルは，典型的な微分ゲームを構成する。微分ゲームでは，経

済主体の利用可能な情報構造に応じて様々な戦略が定義される。本稿では，操

作変数である各時点の消費 Ciを当該時点の状態変数(資本)kの水準のみを

利用して決定する， (定常)マルコフ戦略([stationary J Markovian strategy) 

を想定する。よって，各々の経済主体は，資本の動学(2 )に服し，他の経済主

体がマルコフ戦略に基づいて行動することを考慮しつつ，自らの通時的効用関

数(1 )を最大化する様に戦略的に消費を決定することになる。

5) これ以降は，混乱の生じない限り，時聞を表す下添字tの表記を省略する。

6) すなわち，本稿では財産権が不明確 (insecure)であることが想定される。 Shibata[2002]と

同様に，ktを(私的投資により蓄積される)公共資本と捉えても良い。
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111 均衡の導出:結果と考察

本節では， Woo [2005]と同様の手続きに従い，本稿のゲームモデルの非協

調均衡を導出する。使用する解概念は，マルコフ完全均衡 (Markovperfect 

equilibrium)である九既存文献の多くに倣い，本稿でも，線形マルコフ戦略

のみを考える。すなわち，各時点の消費は，状態変数である資本kの当該時

点での値のみに依存し 次の通り書かれるとする:

c1={Ak， 

C2= 82k， 

ここで， 81， 82>0は未定係数である。

( 3 ) 

(4) 

新たに， κ=logkと定義する。式(3)(4)の下で，各経済主体の通時的効

用関数(1 )及び，資本の動学(2 )は，それぞれ，次の様に書き直される:

Uj= 100 

{logい

K = A -(81 + 82) • ( 6 ) 

ゆえに，経済主体iが直面する動学的最適化問題は，他の経済主体jの戦略

的，及びκ。を所与の初期値とする K(三 logk)の動学(6)の制約の下で，自ら

の通時的効用関数(5 )を最大化する 8jを定めることになる。

補遺において導出される通り，経済主体iの均衡マルコフ戦略は，

d . 
C一一一一一一κ1-1+ん帥 ( 7 ) 

と導かれるヘ上式より，明らかに，経済主体の均衡マルコフ戦略は消費外部

性の存在に依存する。解釈のために，一旦，上式を書き直すと，

7) ここでは，マルコフ完全均衡の厳密な定義は述べない。詳細は，例えば， Dockner et al. 

[2000]の第 4章を参照されたい。粗く言えば，マルコフ完全均衡とは，全ての可能な状態変数

の値に対して，全主体のマルコフ戦略が互いに最適反応となっている状態のことである。

8) 本稿では， λ1弓とんの可能性を排除しないので，均衡戦略は双方の主体で異なり得る。
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ム=0十 l-J」 15三 5十χi0， 
l l+Ad 

となる。上式の最右辺第二項が消費外部性の存在(ん*O~Xi手 0) により出

現する項である。他の経済主体に対して慈愛的ならば，右辺第二項は負となり

(ん >O~χj<O) ，自らの消費は低く抑えられる。一方，他の経済主体に対し

て，嫉妬的ならば，右辺第二項は正となり (λtくO~ Xi>O)，消費外部性によ

り誘発される追加的な消費(顕示的消費 (conspicuousconsumption)，または，

見せびらかしの消費)と解釈される。ここで，他主体への嫉妬が強い (λzが

-1に近しすほど，追加的な消費 χtは大きくなることも示せる。

式(2)(7)より，マルコフ完全均衡における経済成長率 Tは，

T=A-A1+ん+2
(1+A1) (1+A2) 

( 8 ) 

となる。もちろん，資本の時間的な挙動は，'k=koeTtで与えられる。既述の通

り， もし，他の経済主体への慈愛心(嫉妬心)が強ければ，経済成長率 Tはよ

り高くなる(低くなる)ことが，容易に確認される九また，比較の対象とし

て，消費外部性が全く存在しない場合 Ch=ん=0)を考えると 10)，経済成長率

は，子=A-20である。

ここで， rとfの比較を分かりやすく行うために，u三 A1十A2'V三 A1・A2と

Zt+2 
定義すれば，式(8)の経済成長率 Tは， rニ A "":"":_0と表される。ょっ

u+v十1

て，明らかに，

T三三r~ (u+2v) (u+v+1)歪o(複合同}II買)， ( 9 ) 

9) 本稿では，瞬時的効用関数を自然対数型に特定化したことを思い出されたい。大瀧 [1997]で

は，経済主体の瞬時的効用関数が自然対数型(相対的危険回避度が 1で一定となる特殊ケース)

で表されるとき，消費外部性の存在は，モデルの帰結に何ら影響しないことが示される。事実，

結果の導出に際して，彼は相対的危険回避度が 1より大であると仮定している。これと本稿にお

ける結果との差異は，序論で述べた通り，意思決定に際して各経済主体が利用可能な情報構造に

関する想定の違いに起因して生じる。

10) 以下の叙述で， A=ん=0の場合を経済主体が純粋に利己的と表現することがある。このとき，

本稿のモデルは， Lindner and Strulik [2006]のそれに帰着される。
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第 1図
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注:各集合は実線上の点を含むが，点線上の点，原点および (u，v)=(土

2，1)は含まない。ただし， ρnscは;v=一 (l12)u上の点を含む。

である。

ところで，Al， A2は，二次方程式 x2-ux+v=Oの2つの実数解と見なせ

るo Al， んは実数であり ，Al， A2E (-1，1)であるので，(u， v)に関して，次

の3つの条件，

..2 

U豆17'U〉十1，v>-u-1， (10) 

が同時に満たされる必要がある叫。最後の不等式によれば，式(9 )は，

T三~r~u十2v歪 o (複合同}II夏)， (11) 

と改められる。

ここで，式(10)の不等式により表される領域を Q とする。すなわち，

11) 補遣を参照されたい。
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。三{(い)|U4…-1，V>-U-1}， 

である。更に，集合 S三 {(u，v)lu十2v>0}を定義し，scを集合Sの補集合

とする o .Qn s及びQηscが表す領域は，先の第 1図に示す通りである。

式(10)(11)より，もし (u，v)ερnsならば，消費外部性が存在する下で

の経済成長率 Tは，経済主体が純粋に利己的な場合の経済成長率 fを上回る。

つまり ，r>A-2dである。第 1図をI見よ。もし，A2:2dならば， r>Oとな

り，持続的な経済成長が実現する。

一方，第 1図において，(U， v)E.QnScならば，消費外部性が存在する下で

の経済成長率 Tは，経済主体が純粋に利己的な場合の経済成長率子を上回る

ことはなL、。すなわち，r三三A-2dである。よって，Aさ 2dならば，経済成

長率 Tは負値を取り，次第に経済は縮小するかもしれない。いま，全ての経済

主体が嫉妬的である場合 (A.1く0，A2く0)を考えると，Uく0，v>Oゆえ，(u， v)E 

.Qn scである1九これは，互いに嫉妬し合うために，双方の主体が消費を大

きく増加させて張り合い (emulate) を行う結果 資本蓄積が抑制されて経済

成長が減速することを意味する。

ところで，第 1図において，経済主体 1は経済主体2に対して慈愛的 (λ1>

0)であるが，経済主体 2は経済主体 1に対して嫉妬的(，，{2く0)である場合

(v=ん・んく 0) には，嫉妬の度合いが比較的小さい場合ですら (u>O~ ん>

|ん1)，(u， v)巴Qnsc となる (u，v)が存在することに注意せよ。すなわち，慈

愛的な経済主体(，，{1>0) と嫉妬的な経済主体(，，{2く0)から混成される経済の

成長率は，純粋に利己的な主体のみが存在している場合(，，{1こん=0)のそれ

12) これは第 1図から直ちに判明するが，形式的には次の通り証明される:まず，んんε(-1，1)ゆ

え，(u， v)εQは明らか。よって，

U4特(日〉めい必)注0，

が成り立つo A1， A2<0のとき，u<O， v>Oより U一2イ百<0である。ゆえに，上の不等式から，

u+2イ百三三Oである必要がある。イv>v(ソv<l)なので，u+2v<u+2Vv SoOである。すなわ

ち，(u， v) EScである。以上より，u<O， v>Oなる任意のベア (u，v)について，(u， v)εQ=今

(u， v)εSCとなるので，(u， v)εQnscである。
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よりも悪化する可能性があるヘ換言すれば， r<子であっても， r慈愛的な経

済主体が存在しない」とは，必ずしも言い切れない。

纏めれば，両主体が嫉妬的であるとき(A1く0，A2く0)は勿論だが，どちら

か一方の経済主体が嫉妬的でありさえすれば，持続的な経済成長が実現し難く

なると言える。

最後に，マルコフ完全均衡における経済主体iの生涯厚生は，

1 r， _ ~ r d 7， 1 I ) 1_ ~ r d 7， 1 I (1+ん)r1Vj(ん，Aj) =---:;-~log 1---:;-一一~kol+ん log 卜一一~ko1 + \~ I ;'ZII ~ 
r~o l ん j 、 ll+ん J' d J 

となる O 経済成長率 Tが高い(低い)ほど，経済主体の生涯厚生も高く(低

く)なることは容易に確認できる。また，他の経済主体jが慈愛(嫉妬)的で

あれば， (自らの選好に関わりなく)経済主体iの生涯厚生 Vjは改善(悪化)

することも，次の通り示される:

_ 1 f) 1_~ r 1 1 ん(1+ん)1 Vi(ん，ん)-Vi(ん， 0)一一{ん log卜一一一1+ "Z~~ ， I ，"ZI ~ 
d L'" --0  II +んJ' 1+ん j

三七(Aふ

であり ，j(ん)について，五江主L=(1 -AiAi) (1 +ん)-2>0(γ ん，んε(-1，1))， dA
j 

'~"Z" J 

かつ j(O)=0だから， V AjE (-1，1) に対・して，

Vi(ん，ん)歪Vi(ん，0)<=?Aj5三o(複合同順). 

IV 多主体 (n;;:::3)への拡張

前節の二主体を前提とするモデルは，ある種の想定の下で，容易に ηミ3主

体の場合に拡張される。いま，経済主体伝 {1，2， . . . ， n}の瞬時的効用関数が，

Uj=Uj[Cj・Ce-i)λi]， (12) 

で与えられ，選好パラメータんは同時にはゼロにならないとする。さらに，

l+v'1吉一 1一-V'I玄 s 、一一 113) 例えば，A1一一一一一一>0.A.=一一一一一<0なりは Uーん+ん一一，V=A1A2=一一ゆえ(第6 /V， "2- 6 "-V 'd-. ':..J''''， "-"1 I "2-3 

1図も見よ)，内-fδC<A-2d)である。
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C-iは，i以外の経済主体の平均的な消費水準を表し，彼(女)等の消費の幾何

平均，

C-i三 [TIj針。]三1，

で与えられるとする。

前節に引き続き，瞬時的効用関数叫が自然対数型であると仮定すれば，式

(12)は，

ui=log C 

となる。経済主体の数が nのとき，資本kの動学は，

k =Ak-2:7=1 Ci， 

である。

(13) 

(14) 

ここでも，線形マルコフ戦略のみを考え，各時点の消費は状態変数kの当

該時点での値のみに依存し，次の様に書けるものとする:

Cj= Dik， iE {1， 2， 000'  n}. 

ただし，Diは未定係数である。前節と同様に，K三 10gkである。

各経済主体の瞬時的効用関数(13)および，資本の動学(14)は，それぞれ，次

の様に書き直される:

ui=log D 

K ニ A-2:7=lDio (16) 

したがって，経済主体iが直面する動学的最適化問題とは，他の経済主体j

の戦略乱及び， κ。を所与の初期値とする κ(三 10gk)に関する動学(16)の制

約の下で，式(15)を用いた自らの通時的効用関数，

Ui= J:co川川∞1下{卜10ωO

を最大化する Djを定めることになる。



消費外部性を伴う内生成長モデル:ノート

補遺で示される様に，経済主体iの均衡マルコフ戦略は，

d 7 

Ciニ I工Aiκ

(143) 59 

と導かれる。すなわち，ある種の妥当な想定の下で，前節の結果は保存される。

よって，経済成長率 Tは，

r=A-L:f=l---=1立-i=11+ん'

となる。明らかに，他主体の行う消費に対する経済主体の選好の分布{ん}乙1

に依存して，経済成長率 Tは，様々な値を取り得る。ちなみに，消費外部性が

存在しない(ん=0，V i) ときには，均衡マルコフ戦略は，ci=dkとなり，経

済成長率は，r=A-ndとなる刊。

すべての経済主体が同質的(ん=A手0，V i)な選好を有するならば，経済成

nd 
長率Tは，r=A一一一ーとなる。よって，A2ndのとき，

1十A

A*=-l+千円

なる関値Pが存在し，えくA*三二0であるほど嫉妬心が強ければ，経済成長率 T

は，生産性Aが A2ndを満たすほど大きいときでも負値となり，持続的な経

済成長は実現しない。

V 結論的覚書

本稿では，経済主体間に存在する心理的な消費外部性が経済成長率に及ぼす

影響について，シンプルな内生成長モデルを構築して分析を行った。結果とし

て，非協調解(マルコフ完全均衡)では，経済成長率は，他主体の行う消費に

対する経済主体の選好に依存して変化する。また 二主体を想定した基本モデ、

ルでは，他の経済主体がいかなる選好を有するにせよ，他主体への慈愛心(嫉

14) これは， Linder and Strulik [2006]の Theorem3.1で，資本減耗をゼロとしたケースに相当

する。
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妬心)の強さは，経済成長の加速(抑制)要因となる。特に，ある経済主体が

慈愛的な選好を持つとしても，別の経済主体が(僅かにでも)嫉妬的でありさ

えすれば，持続的な経済成長の可能性は大きく減殺され， (慈愛的でも嫉妬的

でもない)純粋に利己的な経済主体のみから成る経済よりも経済成長率は低下

し得ることが示された。

最後に，試論の域を出ないが，本稿のモデルの代替的な解釈について書き留

めておく。それは，囲内紛争と経済成長のモデルとしての解釈である。例えば，

国内紛争により財産権を執行する統一的な権威が失われた状況を想定するヘ

上述のモデルにおける経済主体を，何らかの理由で対立する集団と考える。 Ci

を集団 iの軍事支出と解釈すると1ぺん<0により，集団 iが他集団から軍事

的な脅威を被る状況が表現される。第百節の結果によると，対立する集団数n

が小さくとも，えくえ*三二0を満たすほど，強い軍事的脅威が存在すれば，軍事

支出の増加(軍拡)により，一国の経済成長率は負値となる。その結果，生産

は停滞し，紛争に投入できる資源(軍事支出)が次第に減少するので，強い軍

事的緊張を伴う紛争状態、は，やがては紛争自体の継続を困難にするという合意

を得る問。

本稿を閉じるにあたり，残された課題を指摘する。まず，本稿では，経済主

体の戦略のクラスを線形マルコフ戦略に限定している。この想定を緩め，非線

形戦略を許した場合の考察が残されている。また，本稿では，明示的な解を導

出するために，瞬時的効用関数を自然対数型に特定化した。しかし，この特定

化により，分析が単純化され過ぎているかもしれない。より一般的な効用関数

に改めた場合の考察は，今後の課題として残されている。

15) 現実の事例としては，ソマリア (Somalia)の国内紛争がある。ソマリアでは， 1991年に内戦

が勃発して以来，・現在まで対立する氏族聞の抗争が続いており，全土を実効的に支配する統一政

府は存在しない。日本国外務省:http://www.mofa.go.jp/mofaj/ area/ somali/ data.htmlによる。

16) 例えば，Ciを兵器の集合的消費と解釈されたい。また，私的消費はないものとしている。

17) 軍拡競争が経済成長に与える影響を動学的に分析したモデルは，あまり存在しない。例外的に，

lhori [2004]は，本稿とは異なるモデルを用いて，同様の結果を示している。
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VI 補 遺

1補遺 (A)

ここでは，一般的な第百節の設定において，マルコフ完全均衡の導出を行う。

経済主体iの現在価値ハミルトニアンを次の通り定める:

Hi三附 十 三lL:j=Fi1ogOj+(叫 ん )吋t[A-L:f=10i] 

ここで，Citは状態変数 Kの制約式に係る共役変数である。最適化の 1階条

件は，

d企月
二一一t ー (1+ん)e-

O

dt 

(17) 

(18) 

となる。また，横断条件として，limt→∞ふ=0を課す (W00 [2005])己この横

断条件の下で，ふについての微分方程式(18)を解けば，

cit=i1+ん)e-dt

it- d 

となる。これを，式(17)に代入して，Oiについて解けば，

O;=~ -
‘ 1+ん

である。明らかに，これは主体数nに依存しない。すなわち，第E節(二主

体)と第百節 (n二三3主体)における均衡戦略は問ーである 18)。

2 補遺 (B)

ここでは，本文中の条件(10)の導出を行う。既に述べた様に，u=A1 + A2' 

u=A1A2と定義すれば，A1' A2(三斗1)は，二次方程式 g(x)三 x2-ux十v=Oの

18) ただし，これは，経済主体の瞬時的効用関数が自然対数型との想定に依存している。
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第 2図

g(x) 
g(x)=x2 -ux + v 

1 g( -1) 

x 

解である o Al，んが，g(x) =0の実数解であり，かつん，A2E(-1，1)である

ためには，第 2図からも明らかな様に，

g(uI2) = -(u2/4) +v豆oC:> v::=;;:u2/4， 

g( -1) =u+v+ 1 >0 C:> v> -u-1， 

g(l) = -u+v+1>0 C:> v>u-1， 

であることが必要十分である。
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